
施設名 富江温泉センター 

団体名  

様式第1号（第3条関係） 

令和  年  月  日  

 五島市長  

                 （団体住所） 

（団体名） 

（代表者氏名）            ○印   

 

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書                 

 

このことについて、下記のとおり五島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

第３条の規定により申請します。 

記 

 １ 指定を受けようとする施設名  富江温泉センター 

 ２ 添付書類 

  (１) 富江温泉センターの事業計画書（様式第2号） 

（２） 管理に係る収支計画書（様式第3号） 

（３） 自主事業に係る事業計画書（様式第4号） 

 （４） 市長等が定める申請の資格を有していることを証する書類 

ア 募集要項の４の(２)のイ、ウ及びエに該当しない旨を記載した申立書 

 イ 国税及び地方税を滞納していないことを証する書類（ただし、納税義務のある場合に限

り、ない場合はその旨の申立書を提出すること。） 

    ① 市税の未納がないことの証明書 

 ② 県税の未納がないことの証明書 

③ 消費税及び地方消費税の未納がないことの証明書 

(５) 応募団体の概要を説明する書類 

   ア 定款又は登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、規約その他のこれらに相当する

書類） 

   イ 役員の名簿及び履歴書 

   ウ 組織及び運営に関する事項を記載した書類（当該事項を記載した法人の概要書等） 

   エ 現に行っている業務の概要を記載した書類 

  (６) 応募団体の経営状況を説明する書類 

   ア 指定を申請する日（以下「申請日」という。）の属する事業年度の前事業年度における財

産目録及び貸借対照表（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類）。ただし、申

請日の属する事業年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録 

   イ 申請日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書並びに前事業年度の事業報告書及

び収支計算書（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類） 

  (７) その他市長等が必要と認める書類 
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様式第２号（第３条関係） 

 

五島市富江温泉センター事業計画書 

 

１ 事業の内容 

（１） 管理施設の内容 

五島市富江温泉センターの指定管理者の募集に関する公告に記載する施設及び範囲 

 

（２） 事業の具体的内容 

別紙のとおり 

 

（３） 事業実施のための人員配置等 

別紙のとおり  

２ 実施計画 

（１）事業種別 

  ①温泉事業 

  ②プール事業 

  ③その他（任意） 

事業 

種別 

事 業 の 年 度 毎 の 見 込 み 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

時 
期 

利用 

見込 
時 
期 

利用 

見込 
時 
期 

利用 

見込 
時 
期 

利用 

見込 
時 
期 

利用 

見込 

①  人  人  人  人  人 

②           

③           

           

計           

 

施設名 富江温泉センター 

団体名  
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施設名 富江温泉センター 

法人名  
事業計画 別紙（任意様式可・項目の追加可） 

1. 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。 
(1) 施設の利用に関し、公平性を確保する考えと方策について 
（施設を利用しようとする者の公平な利用の確保の考え方、市との連携の考え方も併せて記載
してください。） 
 
 
 
 
 
 
(2) 利用者に対するサービス向上のための方策について 
 （窓口対応などについて記載してください。） 
 

 
 
 
 
 
 
 
(3) 利用者の安全についての考え方と方策について 
 （具体的な対策など記載してください。） 

 
 
 
 
 
(4) 利用者などの要望の把握及び実現策について 
 （業務水準の維持向上のための具体的な方策などを記載してください。） 

 
 
 
(5) 個人情報の保護に関する措置について 
 （基本的な考え方や情報管理体制などについて記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
（6）自主事業の内容について 
 （実施する自主事業の内容と自主事業が入館者の利用促進及びサービス向上に貢献する理由を 
  記載してください。） 
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施設名 富江温泉センター 

団体名  
 

2. 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するものであること。 
(1) 管理運営を行うに当たっての基本的な考え方 
（条例に規定する設置目的に添って記載してください。） 

(2) 指定管理者の指定を申請した理由について 
  

(3) 現在の施設に対する考え方、将来の展望について 
  

(4) 地域との連携、他施設との連携などについて 
 （地域の住民や関係団体、施設等との連携について記載してください。） 

(5) 安全、安心面から管理運営の具体策などの取り組みについて 
 （定期的な管理における具体的な取り組みについて記載してください。） 

(6) 緊急時の対応について 
 （事故、災害時における対策及び対応について記載してください。） 
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施設名 富江温泉センター 

団体名  
 
3. 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有しており、又は確保
できる見込みがあること。 

(1) 団体の理念及び運営方針について 
 

(2) 現在の財務状況について 
 （現在の委託状況や収支状況などについて記載してください。） 

(3) 管理責任者及び管理体制について 
 （組織図を記載してください。） 
 

【参考例】 
  管理者○人 管理担当者○人 その他（常時雇用、パートなど）○人 

 

(4) 相当の知識及び経験を有する適切な人材確保について 
  配置予定にあたる職員の資格及び経験年数や、類似施設の運営実績について記載してくださ
い。 

主な担当業務 資 格 経験年数  備 考 
     

     

     

     

     

     

     

     

 ※個人の氏名は、記載しないでください。 
 ※乙種第４類（または甲類）の危険物取扱免状所有者は、備考欄にその旨記載してください。 
 
(5) 人材育成の考え方について 
 （人材育成の基本的な考えと職員の研修計画について記載してください。） 

(6) 保健衛生および環境衛生について 
 （感染症の予防、食中毒の防止に対する対策及び対応について記載してください。） 
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施設名 富江温泉センター 

団体名  
 
4. 収支計画書の内容が、施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られ
るものであること。 

(1) 経理についての考え方について 
 

(2) 人件費及び業務内容について 
給料（年額） 手当（年額） 常雇・臨雇 業務内容・業務時間 

    

    

    

    

    

    

    

    

    
 

(3) 経費縮減のための施策について 

(4) 収支計画について 
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施設名 富江温泉センター 

団体名  
 

5. ※当該施設の性質または目的に応じて決める基準 

(1) 水難事故防止対策や水質管理及び人員の配置について 
 （対策のための具体的な取り組みや、人員配置について記載してください。） 
 

(2) 送迎バスの運行方法について（送迎バスの運行計画について記載してください。） 
 

(3) 各種プールレッスンの実施について 
  （水泳教室、健康教室等の実施計画について記載してください。） 
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様式第３号（第３条関係） 

 

管 理 に係 る収 支 計 画 書 

１ 収入の部                                            （単位：千円） 

収入の区分 
年 度 ご と の 見 込 み 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

事
業
に
係
る
収
入 

      

      

      

      

      

計･･･①      

事
業
以
外
の
収
入 

      

      

      

      

計･･･②      

収入合計Ａ（①＋②）      

 

２ 支出の部                                             （単位：千円） 

支出の区分 
年 度 ご と の 見 込 み 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

事
業
に
係
る 

支
出 

      

      

      

      

      

      

計③      

      

事
業
以
外 

の
支
出 

      

      

計④      

      

支出合計B（③+④）      

 

３ 収支の見込み                                          （単位：千円） 

収支の区分 
年 度 ご と の 見 込 み 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

事業に係る収支（①－③）      

事業以外の事業に係る収

支（②－④） 

     

収支合計 

Ａ－Ｂ 

     

 

施設名 富江温泉センター 

団体名  
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2 

 
 

様式第３号（第３条関係） 

 

管 理 に係 る収 支 計 画 書（記入例） 

１ 収入の部                                            （単位：千円） 

収入の区分 
年 度 ご と の 見 込 み 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

事
業
に
係
る
収
入 

      

      

      

      

      

計･･･①      

事
業
以
外
の
収
入 

      

      

      

      

計･･･②      

収入合計Ａ（①＋②）      

 

２ 支出の部                                             （単位：千円） 

支出の区分 
年 度 ご と の 見 込 み 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

事
業
に
係
る 

支
出 

      

      

      

      

      

      

計③      

      

事
業
以
外 

の
支
出 

      

      

計④      

      

支出合計B（③+④）      

 

３ 収支の見込み                                          （単位：千円） 

収支の区分 
年 度 ご と の 見 込 み 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

事業に係る収支（①－③）      

事業以外の事業に係る収

支（②－④） 

     

収支合計 

Ａ－Ｂ 

     

 

施設名 富江温泉センター 

団体名  
 

事業に係る収入（例） 

・指定管理委託料 などを記載します。 

事業以外の収入（例） 

・指定管理事業以外の収入を記載します。 

・指定管理者が自ら自主事業を行う場合は自主事業に

係る収入も記載してください。 

事業に係る支出（例） 

・管理業務に係る支出を記載します。 

（人件費、需用費、役務費、使用料、光熱水費等） 

事業以外の支出（例） 

・管理業務以外に係る支出を記載します。 

・指定管理者が自ら自主事業を行う場合は、自主事業に

係る支出も記載してください。 
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施設名 富江温泉センター 

  

 

様式第４号（基本協定書第２２条関係） 

 

富江温泉センター自主事業計画書 

 

 

１ 事業の内容 

⑴ 自主事業の内容 

     

         

     

⑵ 自主事業実施のための人員配置等 

 

 

 

 

⑶ 利用者見込数                            （単位：人） 

 

 

２ 収支計画 ※指定管理者が自ら自主事業を行う場合は、収支計画を記載してください。（単位：千円） 

 

 

自 主 事 業 の 年 度 ご と の 見 込 み 

費目 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

収 入 

① 

      

      

      

支 出 

② 

      

      

      

      

収 支 

①－② 
      

 

 

※ 項目は各施設の状況に合わせ変更すること。 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   
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自主事業収支計画（別表）記入例 ※記入例を参考に各年度の収支計画の内訳を提出すること。

【収入の部】

区 分 令和9年度 令和10年度 令和11年度

売店売上

雑収入

施設利用料（厨房）

受取利息

前年度繰越金

収 入 合 計 (A)

【支出の部】

区 分 令和9年度 令和10年度 令和11年度

仕入商品代

通信運搬費

給与

水道光熱費

旅費交通費

宣伝広告費

接待交際費

会議費

地代家賃

支払手数料

事務費

共催後援事業

負担金

観光地整備

損害保険料

土地管理委託費

雑費

研修

備品費

観光資源調査

顧問料

消耗品

施設使用料（厨房）

消費税

予備費

法人税住民税

支出合計(B)

収支差額(Ａ)－(Ｂ)＝(Ｃ)
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公 募 説 明 会 参 加 申 込 書 

 

令和  年  月  日  

 

            申請者 住      所 

                団 体 名 

                担当者氏名 

                電 話 番 号 

                Ｆ Ａ Ｘ 

                E - m a i l 

 

 

 指定管理者の公募説明会への参加を、次のとおり申し込みます。 

 

施 設 名   富江温泉センター 

法 人 名    

参 加 者 

氏   名 

役  職  名 氏    名 

     

     

     

 

※施設の視察及び説明会は希望者数に応じて実施の有無・日程調整を行います。

準備の都合がありますので、お早めにご提出ください。 
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公 募 に 関 す る 質 問 書 

 

令和  年  月  日  

 

            申請者 住      所 

                団 体 名 

                担当者氏名 

                電 話 番 号 

                Ｆ Ａ Ｘ 

                E - m a i l 

 

 富江温泉センターの指定管理者の公募に関して、次のとおり質問書を提出します。 

質 問 事 項 質   問   内   容 

例）募集要項 

 1-(2)○○について 

 

  

※ 郵送、FAXまたはE-mailで送付してください。 
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富江温泉センター見取り図（屋内） 
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指 定 管 理 者 指 定 申 請 に 係 る 申 立 書 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

 （あて先）五島市長    

 

 

                (法人住所) 
                 

(法人名) 

                (代表者氏名)            □印  

 

 

 富江温泉センターの指定管理者の申請に際し、次の事項について虚偽でないこと

を申し立てます。 

 

１. 破産者で復権を得ないものでないこと。 

 

２. 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第2項（同項を準用す

る場合を含む。）の規定により、五島市の一般競争入札等の参加を制限されて

いないこと。 

 

３. 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第11項の規定による指定の取

消しを受けたことがないこと。 
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（３）
利用者の安全についての考え方と方
策について

□ 具体的な方策又は計画があるか

（４）
利用者の要望の把握及び実現策につ
いて

□ 要望への対処方法は適切か

（５）
個人情報の保護に関する措置につい
て

□ 個人情報保護への対処方法は適切か

（１）
管理運営を行うにあたっての基本的な
考え方

□ 施設の設置目的及び管理の基準を理解しており、適切な運営が期待できるか

（２）
指定管理者の指定を申請した理由に
ついて

□ 積極的な意欲がみられるか

（３）
施設の現在に対する考え方、将来の
展望について

□ 施設を取り巻く状況を的確に分析し、現状を踏まえた将来像か

（６） 緊急時の対応について □ 事件、事故、災害時の対応は適切か

（１） 団体の理念及び運営方針について □ 団体の経営モラルは適切か

（２） 現在の財務状況について □ 団体の財務状況は健全か

（３） 管理責任者及び管理体制について □ 人員の体制は十分か

（５） 人材育成の考え方について □ 人員の指導育成、研修体制は十分か

（６） 保健衛生および環境衛生について □ 感染症の予防、食中毒の防止に対する対策及び対応は適切か

（１） 経理についての考え方 □ 経理についての基本的な考え方は適切か

（２） 人件費及び業務内容について □ 人件費とその業務内容は適切か

（３） 経費節減のための施策について □ 全体経費の縮減は図られているか

□ 収支計画と事業計画の整合性は図られているか

□ 収支計画は実現可能なものか

□ 管理に係る経費の縮減が図られているか

（１）
水難事故防止対策や水質管理及び人
員の配置について

□ 対策のための具体的な取り組みや、人員配置は適切か

（２） 送迎バスの運行方法について □ 送迎バスの運行計画は適切か

（３） 各種プールレッスンの実施について □ 水泳教室、健康教室等の実施計画は適切か
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富江温泉センター　指定管理候補者  選定評価表

番号 選定基準 評価項目 指定管理者候補者の提案に対する内容 配点
採　 　　 　点

１

事業計画書の内容
が、利用者の平等
な利用の確保及び
サービスの向上が
図られるものである
こと。

（１）
施設の利用に関し、公平性を確保する
考えと方策について

□ 施設の利用に関し、公平性を確保しているか

20

（２）
利用者に対するサービス向上のため
の方策について

□ サービス向上のための取組内容は適切か

（６） 自主事業の内容について □ 自主事業の内容が入館者の利用促進及びサービス向上につながるか

２

事業計画書の内容
が、施設の効用を
最大限に発揮する
ものであること。

20
（４）

地域との連携、他施設との連携等につ
いて

□ 地域、関係機関、ボランティア等との連携はどうか

（５）
安全・安心面からの管理運営の具体
策など特徴的な取組みについて

□ 施設、設備の安全管理は適切か

３

事業計画書に沿っ
た管理を安定して
行う物的能力及び
人的能力を有して
おり、又は確保でき
る見込みがあるこ
と。

20
（４）

相当の知識及び経験を有する人材の
確保について

□
人員の採用、確保の方策は適切か
類似施設を良好に運営した実績はあるか

４

収支計画書の内容
が、施設の適切な
維持及び管理に係
る経費の縮減が図
られるものであるこ
と。

25

（４） 収支計画について

合　　　　　　　計

５
その他、当該施設
の性質又は目的に
応じて定める基準

15
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優れる 普通 劣る

（１）
施設の利用に関し、公平性を確保する
考えと方策について

□ 施設の利用に関し、公平性を確保しているか 4 2 1

（２）
利用者に対するサービス向上のための
方策について

□ サービス向上のための取組内容は適切か 3 2 1

（３）
利用者の安全についての考え方と方
策について

□ 具体的な方策又は計画があるか 4 2 1

（４）
利用者の要望の把握及び実現策につ
いて

□ 要望への対処方法は適切か 3 2 1

（５）
個人情報の保護に関する措置につい
て

□ 個人情報保護への対処方法は適切か 3 2 1

（６） 自主事業の内容について □ 自主事業の内容が入館者の利用促進及びサービス向上につながるか 3 2 1

（１）
管理運営を行うにあたっての基本的な
考え方

□ 施設の設置目的及び管理の基準を理解しており、適切な運営が期待できるか 4 2 1

（２）
指定管理者の指定を申請した理由に
ついて

□ 積極的な意欲がみられるか 3 2 1

（３）
施設の現在に対する考え方、将来の展
望について

□ 施設を取り巻く状況を的確に分析し、現状を踏まえた将来像か 3 2 1

（４）
地域との連携、他施設との連携等につ
いて

□ 地域、関係機関、ボランティア等との連携はどうか 3 2 1

（５）
安全・安心面からの管理運営の具体策
など特徴的な取組みについて

□ 施設、設備の安全管理は適切か 3 2 1

（６） 緊急時の対応について □ 事件、事故、災害時の対応は適切か 4 2 1

（１） 団体の理念及び運営方針について □ 団体の経営モラルは適切か 4 2 1

（２） 現在の財務状況について □ 団体の財務状況は健全か 3 2 1

（３） 管理責任者及び管理体制について □ 人員の体制は十分か 3 2 1

（４）
相当の知識及び経験を有する人材の
確保について

□ 人員の採用、確保の方策は適切か 4 2 1

（５） 人材育成の考え方について □ 人員の指導育成、研修体制は十分か 3 2 1

（６） 保健衛生および環境衛生について □ 感染症の予防、食中毒の防止に対する対策及び対応は適切か 3 2 1

（１） 経理についての考え方 □ 経理についての基本的な考え方は適切か 4 2 1

（２） 人件費及び業務内容について □ 人件費とその業務内容は適切か 4 2 1

（３） 経費節減のための施策について □ 全体経費の縮減は図られているか 4 2 1
□ 収支計画と事業計画の整合性は図られているか 4 2 1
□ 収支計画は実現可能なものか 4 2 1
□ 管理に係る経費の縮減が図られているか 5 3 1

５ （１）
水難事故防止対策や水質管理及び人
員の配置について

□ 対策のための具体的な取り組みや、人員配置は適切か 3 2 1

（２） 送迎バスの運行方法について □ 送迎バスの運行計画は適切か 6 3 1
（３） 各種プールレッスンの実施について □ 水泳教室、健康教室等の実施計画は適切か 6 3 1

100 100 57 27

その他、当該施設
の性質又は目的に
応じて定める基準

15

採　 　　 　点配点
配点

20

20

25

合　　　　　　　計

事業計画書に沿っ
た管理を安定して
行う物的能力及び
人的能力を有して
おり、又は確保でき
る見込みがあるこ
と。

収支計画書の内容
が、施設の適切な
維持及び管理に係
る経費の縮減が図
られるものであるこ
と。

３

２

事業計画書の内容
が、施設の効用を
最大限に発揮する
ものであること。

（４） 収支計画について

富江温泉センター　指定管理候補者  （選定評価参考資料）

番号 選定基準 評価項目 指定管理者候補者の提案に対する内容

20１

事業計画書の内容
が、利用者の平等
な利用の確保及び
サービスの向上が
図られるものである
こと。

４
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富江温泉センターの管理運営に関する基本協定書 

 

 

五島市長     （以下「甲」という。）と、              （以下

「乙」という。）とは、五島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１６年五島市条例第５４号。以下「手続条例」という。）第７条の規定に基づき、富江温

泉センター（以下「温泉センター」という。）の管理及び運営に関する業務（以下「管理業

務」という。）について、次の条項により、基本協定（以下「本協定」という。）を締結す

る。 

 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、甲と、五島市富江温泉センター条例（平成１６年五島市条例第１５０

号。以下「温泉センター条例」という。）第３条第１項の規定により、指定管理者に指

定された乙が相互に協力し、温泉センターを適正かつ円滑に管理するために必要な事項

を定めることを目的とする。 

（信義誠実等の義務） 

第２条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本協定を履行しなければならない 

２ 甲乙両者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、条例、規則その他関係法令を遵

守し、本協定を履行しなければならない。 

（管理運営の基本） 

第３条 乙は、管理業務の実施にあたっては、温泉センター条例、温泉センター条例施行

規則（平成１６年五島市規則第１３０号。以下「温泉センター規則」という。）及び関

連する法令等に従うとともに、別紙温泉センターの管理業務に関する仕様書に基づき、

施設を常に良好な状態において管理し、その設置目的に応じて最も効果的に運営するも

のとする。 

２ 乙は、手続条例第３条に規定する事業計画書の内容に遵守し、適正かつ確実に管理業

務を行わなければならない。 

（管理業務の範囲） 

第４条 乙が行う管理業務の範囲は、温泉センター条例第３条第２項各号に規定する業務

とする。 

（指定期間） 

第５条 乙が管理業務を実施する指定期間は、令和９年４月１日から令和１２年３月３１

日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（指定管理料の額） 

第６条 甲は、管理業務の実施の対価として、乙に対して指定管理料を支払うものとする。  

２ 甲が乙に対して支払う指定管理料は、○○,○○○,○○○円（消費税額及び地方消費

税額を含む。）を上限として各年度の予算の範囲内で定めることとし、各年度の指定管

理料の額、支払方法等については、甲と乙とが別に締結する年度協定によるものとする。  

（利用料金収入の取扱い）  
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第７条 温泉センターの利用者が納付する利用料金は、乙の収入とする。 ただし、乙は、

指定管理者の指定の期間満了のときに収入済みの指定の期間満了日の翌日以降が利用

日である利用料金、又は手続条例第１０条第１項の規定により指定管理者の指定を取り

消されたときに収入済みの指定の取消日の翌日以降が利用日である利用料金について、

指定管理者の指定の期間満了日、又は指定管理者の指定の取消日から３０日以内に甲に

返還しなければならない。 

２ 利用料金の額は、条例第８条の規定により、乙が、あらかじめ甲の承認を得て、定め

るものとする。利用料金の額を変更しようとするときも、同様とする。   

３ 利用料金の減免を行う場合は、条例第９条に定める基準に基づいて行うものとする。 

（指定管理料の精算）  

第７条の２ 指定管理料は、毎年度、精算するものとする。  

２ 乙は、指定管理料と利用料金による収入との合計額から実際の管理業務の実施に要し

た経費にかかる適正な支出額を控除した額（以下「剰余金」という。）が生じた場合は、当

該剰余金を甲が指定する期日までに、甲に納付しなければならない。 

（指定管理料の変更） 

第８条 本協定の締結後に生じた事由により必要がある場合には、甲乙協議の上、指定管

理料の額を変更することができる。 

２ 指定管理料に含まれる重油料金については、３月末日の使用実績を以って変更するも

のとし、使用実績の積算については、指定管理者が１１月末の実績と今後の見込みを以

って年間の重油使用料の積算を行い、１２月１０日までに市に提出するものとする。 

３ 指定管理料に含まれる修繕料５０万円については、乙が行う１件当たり１０万円未満

の小規模な修繕とし、積算額に執行残が生じた場合は、４月１０日までに甲に報告し年

度精算をするものとする。なお協定期間中に積算額を超えた場合は、甲は、乙の報告が

正当なものであると認めたときは、その後の１０万円未満の小規模な修繕を実施しなけ

ればならない。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第９条 乙は、本協定により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又は担保に供してはならない。ただし、あらかじめ書面により甲の承諾を得た場合は、

この限りではない。 

（委託等の制限） 

第１０条 乙は、管理業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、専門的知識又は経験を必要とし、かつ、自ら行う事

が困難な一部の管理業務については、事前に甲の承認を得たうえで第三者に委託するこ

とができる。 

３ 甲は、乙に対して、第三者に委託し、又は請け負わせた業務の内容その他必要な事項

の報告を求めることができる。 

４ 乙が、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合は、当該第三者の責

めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用については、全て乙が負担するものと

する。 

（法令上の責任） 
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第１１条 乙は、乙の従業員に対する雇用者又は使用者として、労働基準法、最低賃金法、

労働安全衛生法、労働者災害補償保険法、職業安定法その他の法令上の全ての責任を負

って従業員を管理し、甲に対し責任を及ぼさないものとする。 

（業務区分及び責任分担）  

第１２条 管理業務に関する業務区分及び責任分担の区分については、別表第１「市と指

定管理者の業務の区分」及び別表第２「市と指定管理者の責任分担」に定めるとおりと

する。  

２ 前項の規定により定める事項で疑義がある場合又は前項の規定により定める事項以外

の不測の事由による責任分担の区分は、甲乙協議により定めるものとする。   

（改装等の費用負担） 

第１３条 温泉センターの土地又は施設等（甲の財産であるものに限る。）に関する改築、

改造若しくは修繕又は新設、増設若しくは移設は、甲の負担において行うものとする。

ただし、これらの経費が委託料に見積もられたときは、この限りでない。 

（甲による物品の貸与） 

第１４条 甲は、管理業務の実施に必要な温泉センターの施設、附属設備及び器具等（以 

 下「施設等」という。）を乙に無償で使用させるものとし、乙は、善良な管理者の注意を 

もってこれを使用するものとする。 

２ 乙は、施設等について温泉センター条例第２条に規定する温泉センターの設置目的以

外に使用しないものとする。 

（乙による物品の購入等）  

第１５条 乙は、管理業務の実施に供するために必要な物品を購入し、又は調達するもの

とする。 

２ 前項の規定により管理業務の経費により購入し、又は調達した物品の所有権は、甲に

帰属するものとする。 

（緊急時の対応） 

第１６条 乙は、指定期間中、管理業務の実施に関連して事故、災害その他の緊急事態（以

下「緊急事態」という。）が発生した場合に備え、あらかじめ対応マニュアル等を作成

し、対処に関する体制の整備その他の必要な措置に関する事項を定めなければならない。 

２ 乙は、緊急事態が発生した場合は、速やかに必要な措置を講ずるとともに、甲を含む

関係者に対して緊急事態発生の旨を通報しなければならない。 

３ 乙は、緊急事態が発生した場合は、甲と協力して事故等の原因調査に当たらなければ

ならない。 

（秘密保持義務等） 

第１７条 乙が行う管理業務に従事している者又は従事していた者は、当該管理業務に関

して知り得た情報を漏らし、又は不当な目的に利用してはならない。 

２ 乙は、保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 乙は、管理業務の実施にあたり、個人情報の保護に関し、別記「個人情報取扱事項」

に定める事項を遵守しなければならない。 

（文書等の管理） 
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第１８条 乙は、管理業務の実施にあたって作成し、又は取得した文書、図面及び写真並

びに電磁的記録（以下「文書等」という。）について、五島市文書管理規則（平成１６

年五島市規則第１１号）の規定に準じて、適正に管理及び保存をしなければならない。 

２ 乙は、指定期間が満了し、又は指定を取り消されたときは、文書等の管理について、

甲の指示に従わなければならない。 

（情報公開） 

第１９条 乙は、本協定による管理業務の実施にあたり取り扱う情報に関し、五島市情報

公開条例（平成１６年五島市条例第１６号）の趣旨にのっとり、当該情報の公開を行う

ため必要な措置を講じなければならない。 

（管理業務の自己点検等） 

第２０条 乙は、温泉センターの安全管理、サービスの提供、個人情報保護その他の遵守

すべき事項について、定期的かつ継続的に自己点検を行い、その結果を踏まえて業務の

改善に取り組まなければならない。 

２ 乙は、施設で提供するサービス向上の観点から、アンケート等により施設利用者の意

見及び要望を把握し、管理業務に反映するよう努めなければならない。 

（事業計画書の提出）  

第２１条 乙は、指定期間における事業年度ごとに、毎年度甲が指定する期日までに事業

計画書（様式１）を提出し、甲の承認を得なければならない。  

２ 事業計画書を変更する必要が生じたときは、甲と乙との協議により、決定するものと

する。 

（自主事業の実施）  

第２２条 乙は、指定管理者指定申請書又は事業計画書で提案した自主事業について、自

己の責任及び費用により実施しなければならない。  

２ 前項に定めるもののほか、乙は、温泉センターの設置目的に合致し、かつ、管理業務

の実施を妨げない範囲において、自己の責任及び費用により、自主事業を実施すること

ができるものとする。  

３ 乙は、前項の規定に基づき自主事業を実施する場合は、甲に対して自主事業計画書（様

式２）を提出し、事前に甲の承認を受けなければならない。  

（事業報告書の提出） 

第２３条 乙は、第６条に規定する協定の期間終了後３０日以内に、当該期間の管理業務

に関する事業報告書（様式第１号）及び団体の経営状況を説明する書類を甲に提出しな

ければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、手続条例第１０条第１項の規定により指定管理者の

指定を取り消されたときは、速やかに事業報告書を市長に提出しなければならない。 

３ 前２項の事業報告書には、管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入実績、

管理に係る経費の収支状況、その他管理の実態を把握するために必要な事項を記載する

ものとする。 

（業務報告書の提出） 

第２４条 乙は、前月の管理業務に関する事業の実施状況、施設等の利用状況及び利用料

金の収入状況に関する業務報告書（様式第２号）を作成し、毎月１０日までに甲に報告

65



しなければならない。 

（検査） 

第２５条 甲は、温泉センターの管理の適正を期するため必要があると認めるときは、乙

に対して当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実施について調査し、又は

必要な指示をするものとする。この場合において、乙は、当該調査を拒み、若しくは妨

げ、又は報告を怠ってはならない。 

２ 甲は、毎年度終了後、本協定書等に定める内容に基づき管理業務の完了を確認し、検

査を行うものとする。 

（改善の指示） 

第２６条 第２３条から前条までの規定による報告、調査及び検査の結果、実施した管理

業務の内容が本協定書に適合しない場合は、甲は、乙に業務の改善を指示するものとす

る。 

２ 乙は、前項の規定による指示を受けた場合は、速やかに当該指示に従わなければなら

ない。 

（甲による指定管理の取消し等） 

第２７条 甲は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条

の２第１１項の規定により、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、指定

管理者の指定の取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止（以

下「指定の取消し等」という。）を命ずることができる。この場合において、乙に生じ

た損害については、甲はその賠償の責を負わないものとする。 

（１）法第２４４条の２第１０項の指示に従わないとき。 

（２）管理業務を行う温泉センターの設置目的に反した管理を行っていると認められると

き。 

（３）この指定管理に関する協定書の規定に違反したとき。 

（４）民事再生法（平成１１年法律２２５号）、破産法（平成１６年法律第７５号）の適用

その他乙がその管理する施設の管理を引き続き行う財政的能力がなくなったと認めら

れるとき。 

（５）刑事事件その他の不祥事により指定管理者に信用が失墜したと認められるとき。 

（６）その他乙が温泉センターの指定管理者として管理業務を継続することが適当でない

と認めるとき。 

（７）乙が五島市暴力団排除条例（平成２４年五島市条例第３４号）に定める暴力団等又

は社会的非難関係者と認めるとき。 

２ 甲は、前項に基づいて指定の取消し等を行おうとする際には、事前にその旨を乙に通

知しなければならない。 

（指定の解除） 

第２８条 甲は、前条の規定により指定を取り消したときは、本協定を解除するものとす

る。 

（指定の解除等に伴う措置） 

第２９条 乙は、前条の規定により本協定が解除されたとき（指定期間開始前に解除され

たときを含む。）は、違約金として第６条に規定する委託料の１０分の１を甲に支払わ
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なければならない。 

２ 甲は、実際に生じた損害が前項に規定する違約金の額を上回る場合は、別に損害賠償

を請求することができる。 

３ 乙は、第２７条の規定により期間を定めて管理業務の全部又は一部が停止されたとき

は、甲に違約金を支払わなければならない。この場合の違約金の額は、第１項に定める

範囲内で甲が定め乙に通知するものとする。 

（指定の取消し等における指定管理料の支払） 

第３０条 乙は、第２７条の規定により指定が取り消され、又は期間を定めて管理の業務

の全部若しくは一部の停止がされたときは、管理の業務を履行しない期間について、委

託料の支払を請求することができない。 

２ 前項の場合において、委託料が前金払若しくは概算払いにより既に乙に支払われてい

る場合は、乙は、管理の業務を履行しない期間に相当する委託料の額を速やかに甲に返

還するものとする。返金の額は、甲が定めて乙に通知するものとする。 

（乙による指定の取り消しの申出） 

第３１条 乙は、次のいずれかに該当する場合、甲に対して指定の取り消しを申し出るこ

とができるものとする。 

（１）甲が本協定を履行せず、またはこれらに違反したとき。 

（２）甲の責めに帰すべき事由により乙が損害又は損失を被ったとき 

２ 甲は前項の申出を受けた場合、乙との協議を経てその処置を決定するものとする。 

３ 乙は、第１項に基づいて申出を行おうとする際には、事前にその旨を甲に通知しなけ

ればならない。 

（不可抗力による指定の取消し） 

第３２条 甲または乙は、不可抗力の発生により、本業務の継続が困難と判断した場合は、

相手方に対して指定取り消しの協議を求めることができるものとする。 

２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、甲は指定の取り消しを行うものとする。 

３ 前項の取り消しによって発生する損害・損失及び増加費用は、甲乙協議のうえ決定す

るものとする。 

（原状回復義務等） 

第３３条 乙は、指定の期間が満了したとき、又は指定の取消し等を命じられたときは、

管理業務を行わないこととなった施設及び設備を直ちに現状に回復しなければならな

い。ただし、甲の承認を受けたときは、この限りでない。 

第３４条 乙は、故意又は過失により、施設又は設備備品を損傷し、又は滅失したときは、

直ちにこれを現状に回復し、又はその損傷若しくは滅失により生じた損害に相当する金

額を甲に支払わなければならない。 

（第三者に対する損害の賠償等） 

第３５条 管理業務の履行にあたり、乙の責めに帰すべき事由により第三者へ損害を与え

たときは、原則として乙がその損害を賠償しなければならない。ただし、損害を受けた

第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、甲は乙に対して求償権を有するものと

する。 

（業務の引継ぎ） 
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第３６条 乙は、指定期間が満了したとき（指定期間の満了後、引き続き乙が指定管理者

として指定されたときを除く。）又は指定管理者の指定を取り消されたときは、甲が指

定する期日までに、甲又は甲が指定する者に対し、管理業務の引継ぎを行わなければな

らない。 

（重要事項の変更） 

第３７条 乙は、その名称、主たる事務所の所在地又は代表者の変更を行ったときは、遅

滞なく甲に届け出なければならない。 

（協定の変更） 

第３８条 甲及び乙は、管理業務の内容等を変更する必要があるとき、又は経済情勢の変

動、不可抗力その他予期することのできない事由により本協定に定める条件が不適当と

なったときは、協議して本協定を変更することができる。 

（疑義の決定等） 

第３９条 本協定に定める事項に疑義が生じたとき、又は本協定に定めのない事項につい

ては、甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

 

 

上記協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その

１通を保有するものとする。 

 

 

令和〇〇年○○月○○日 

 

              甲 長崎県五島市福江町１番１号 

                五島市長           印 

 

              乙 ＜住所＞ 

                 ＜氏名＞           印 
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別表第１       市と指定管理者の業務の区分 

業務の種類 業 務 の 内 容 区   分 

運営管理 

利用の許可 指定管理者 

利用許可の取消し 指定管理者 

受付、案内、利用の指導及び苦情対応 指定管理者 

利用の促進 指定管理者 

利用料金の徴収 指定管理者 

入場の制限 指定管理者 

利用者の記録及び統計事務 指定管理者 

原状回復に関する業務 指定管理者 

管理業務日誌等関係書類の作成 指定管理者 

物品、書類等の管理 指定管理者 

施設、設備等の

維持管理 

施設、設備等の保守、点検業務 指定管理者 

火災、盗難、事故、事件等の予防などの安全管理 指定管理者 

館内の清掃 指定管理者 

消防用設備の保守点検業務 指定管理者 

施設、設備等の

整備 
施設、設備等の整備、改修及び大規模修繕 市 

災害時対応 

待機連絡体制の確保、被害の調査及び報告並びに応

急措置 
指定管理者 

災害時の対策指示 市 

本格復旧 市 
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別表第２          市と指定管理者の責任分担 

種   類 内       容 負担者 

法令等の変更 
富江温泉センターの管理運営に影響を及ぼす法

令等の変更 
市 

不可抗力 
天災、暴動等による施設、設備等の復旧費及び

業務の履行不能 
市 

物 価 及 び 金 利 の 

変動 
急激な物価及び金利の変動に伴う経費の増 市 

施 設 、 設 備 等 の 

損傷 

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 指定管理者 

上記以外の場合 市 

物品、書類等の損傷

及び紛失 

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 指定管理者 

上記以外の場合 市 

第三者への賠償 

指定管理者の責めに帰すべき事由により損害を

与えた場合 
指定管理者 

上記以外の事由により損害を与えた場合 市 

事業終了時の費用 

指定の期間が終了した場合又は指定を取り消し

た場合の指定管理者の撤収費用及び引継ぎに要

する費用 

指定管理者 
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別記 「個人情報取扱特記事項」 （協定書第１７条関係） 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する

個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この協定による業務を行うに当たっては、個人の権利利益を侵

害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この協定による業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この協定が終了し、又は解除され

た後においても同様とする。 

（適正な取得） 

第３ 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を取得するときは、業務の目的を達成するために必要な範囲内で、

適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 

第４ 乙は、この協定による業務に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（事業所内からの個人情報の持出しの禁止） 

第５ 受注者は、甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による業務に関して知り得た個人情報を、受注者の事

業所の外に持ち出してはならない。 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第６ 乙は、甲が指示したときを除き、この協定による業務に関して知り得た個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、

又は第三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第７ 乙は、甲が承諾したときを除き、この協定による業務を行うため甲から提供を受けた個人情報が記録された資料等を

複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止） 

第８ 乙は、甲が承諾したときを除き、この協定による個人情報を取り扱う業務については、自ら行うものとし、第三者に委

託してはならない。 

（資料等の返還等） 

第９ 乙は、この協定による業務を行うため甲から提供を受け、又は自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録され

た資料等については、この協定の終了又は解除後直ちに甲に返還し、又は引き渡すとともに、消去しなければならな

い。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（従事者への周知） 

第１０ 乙は、この協定による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、当該業務に関して知り得た

個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないことなど個人情報の保護に関し必要な事項

を周知しなければならない。 

（検査） 

第１１ 甲は、乙がこの協定による業務を行うに当たり、取り扱っている個人情報の管理の状況について、随時検査するこ

とができる。 

（事故報告） 

第１２ 乙は、この協定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、その

指示に従うものとする。 
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（個人情報の取扱いに関する罰則） 

第１３ この協定による業務に従事している者又は従事していた者が、法第８章に規定される行為を行った場合は、当該業

務に従事している者又は従事していた者及び乙に対し、同章の規定に基づき罰則が科せられる。 

（特定個人情報の取扱いに関する罰則） 

第１４ この協定による業務に関し、個人番号利用事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条第１１項に規定する個人番号利用事務をいう。以下同

じ。）又は個人番号関係事務（番号法第２条第１２項に規定する個人番号関係事務をいう。以下同じ。）に従事する者又

は従事していた者が、番号法第９章に規定される行為を行った場合は、個人番号利用事務又は個人番号関係事務に

従事する者又は従事していた者及び乙に対し、同章の規定に基づき、罰則が科せられる。 
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富江温泉センターの指定管理に関する年度協定書 

 

五島市長      （以下「甲」という。）と、             （以下

「乙」という。）とは、五島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１６年五島市条例第５４号。以下「手続条例」という。）第７条の規定に基づき、富江温

泉センター（以下「温泉センター」という。）の管理業務に関して、次のとおり協定を締結

する。 

 

（総則） 

第 1 条 甲は、五島市富江温泉センター条例（平成１６年五島市条例第１５０号。以下「温

泉センター条例」という。）第３条第１項の規定に基づき、乙に温泉センターの管理を

行わせる。 

（管理運営の基本） 

第 2 条 乙は、管理業務の実施にあたっては、温泉センター条例、同施行規則（平成１６

年五島市規則第１３０号。以下「温泉センター規則」という。）及び関連する法令等に

従うとともに、別紙温泉センターの管理業務に関する仕様書に基づき、施設を常に良好

な状態において管理し、その設置目的に応じて最も効果的に運営するものとする。 

２ 乙は、手続条例第３条に規定する事業計画書の内容を遵守し、適正かつ確実に管理業

務を行わなければならない。 

（管理業務の範囲） 

第 3 条 乙が行う管理業務の範囲は、温泉センター条例第３条第２項各号に規定する業務

とする。 

（事業報告） 

第 4 条 乙は、第６条に規定する協定の期間終了後３０日以内に、当該期間の管理業務に

関する事業報告書及び団体の経営状況を説明する書類を甲に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、手続条例第１０条第１項の規定により指定管理者の

指定を取り消されたときは、速やかに事業報告書を市長に提出しなければならない。 

３ 前２項の事業報告書には、管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入実績、

管理に係る経費の収支状況、その他管理の実態を把握するために必要な事項を記載する

ものとする。 

（業務報告） 

第 5 条 乙は、前月の管理業務に関する事業の実施状況、施設等の利用状況及び利用料金

の収入状況に関する報告書を作成し、毎月１０日までに甲に報告しなければならない。 

（協定の期間） 

第 6 条 この協定の期間は、令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日までとする。 

（委託料の額） 

第 7 条 この協定に基づく委託料の額は、金○○，○○○，○○○円（うち消費税及び

地方消費税の額○，○○○，○○○円）とする。 
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（委託料の支払） 

第 8 条 委託料は概算払とし、次の表の区分に応じて分割して支払うものとする。 

管理業務期間 請求年月 委託料 

令和〇年 4月～令和〇年 6月分 

令和〇年 7月～令和〇年 9月分 

令和〇年 10 月～令和〇年 12 月分 

令和〇年 1月～令和〇年 3月分 

令和〇年 4月 

令和〇年 7月 

令和〇年 10 月 

令和〇年 1月 

円 

円 

円 

円 

２ 甲は、乙から前項に定める委託料の請求があった時は、適法な請求書を受理した日か

ら３０日以内にこれを支払うものとする。 

（委託料の変更） 

第 9 条 この協定の締結後に生じた事由により必要がある場合には、甲乙協議の上、委託

料の額を変更することができる。 

２ 委託料に含まれる重油料金については、３月末日の使用実績を以って変更するものと

し、使用実績の積算については、指定管理者が１１月末の実績と今後の見込みを以って

年間の重油使用料の積算を行い、１２月１０日までに市に提出するものとする。 

３ 委託料に含まれる修繕費５０万円については、乙が行う１件当たり１０万円未満の小

規模な修繕とし、修繕費に執行残が生じた場合は、４月１０日までに甲に報告し変更す

るものとする。 

（利用料金の帰属） 

第 10 条 温泉センターの利用料金は、温泉センター条例第８条第３項の規定に基づき、

乙の収入とする。ただし、乙は、指定管理者の指定の期間満了のときに収入済みの指定

の期間満了日の翌日以降が利用日である利用料金、又は手続条例第１０条第１項の規定

により指定管理者の指定を取り消されたときに収入済みの指定の取消日の翌日以降が

利用日である利用料金について、指定管理者の指定の期間満了日、又は指定管理者の指

定の取消日から３０日以内に甲に返還しなければならない。 

（管理業務の経費） 

第 11 条 乙は、第７条に定める委託料及び前条に定める利用料金を管理業務の経費に充

てるものとする。 

（委託料の精算等） 

第 12 条 乙は、第７条及び第８条第１項に基づき支払を受けた委託料について、乙が手

続条例第１０条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消されたときは、速やかに

管理業務の経費の執行の内訳並びに利用料金等の収入の内訳を明らかにした精算報告

書により甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、前項の精算報告書により報告された管理業務の経費及び利用料金等から算出し

た金額が、第７条に定める額に満たない場合は、その差額を甲の指示に従い、甲に返還

しなければならない。 

（物品の帰属） 

第 13 条 甲は、甲の所有に属する物品について乙に無償で使用させるものとし、乙は五

島市財務規則（平成１６年五島市規則第４３号）に従い管理を行い、善良な管理者の注

意をもってこれを使用するものとする。 

２ 乙が管理業務の経費により購入した物品は、甲の所有に属するものとする。 

（施設等の使用） 
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第 14 条 甲は、管理業務の実施に必要な温泉センターの施設、附属設備及び器具等（以

下「施設等」という。）を乙に無償で使用させるものとし、乙は、善良な管理者の注意

をもってこれを使用するものとする。 

２ 乙は、施設等について温泉センター条例第２条に規定する温泉センターの設置目的以

外に使用しないものとする。 

（改装等の費用負担） 

第 15 条 温泉センターの土地又は施設等（甲の財産であるものに限る。）に関する改築、

改造若しくは修繕又は新設、増設若しくは移設は、甲の負担において行うものとする。

ただし、これらの経費が委託料に見積もられたときは、この限りでない。 

（施設等の原状変更等） 

第 16 条 乙は、施設等の原状を変更しようとするときは、書面により甲の承認を得なけ

ればならない。 

２ 乙は、前項の規定により原状を変更した場合であって、指定の期間満了のとき、又は

手続条例第１０条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消されたときは、甲の指

示に従い、自己の負担で施設等を原状に復さなければならない。 

３ 甲は、乙が前項の義務を履行しないときは、これを原状に復し、その費用を乙に請求

することができる。 

（物品及び施設等の滅失又は損傷） 

第 17 条 乙は、物品及び施設等が滅失し、又は損傷したときは、直ちに甲にその旨を報

告し、甲の指示を受けなければならない。 

２ 乙は、物品及び施設等の滅失又は損傷が自己の責めに帰すべき事由により生じたとき

は、乙の負担において当該物品及び施設等を原状に復し、又はその損害を賠償しなけれ

ばならない。 

（第三者への損害賠償に対する求償） 

第 18 条 乙がその責めに帰する理由により、管理業務の実施に関し第三者に損害を与え

た場合には、甲は、その賠償について乙に求償することができる。 

（非常事態時の対応） 

第 19 条 乙は、温泉センターにおいて、災害、事故、犯罪等の非常事態の発生が予想さ

れるとき又は発生したときは、直ちに甲に報告し、その指示を受けなければならない。

ただし、事態が緊急を要する場合においては、利用者の安全確保に対する措置及び施設

等の保全措置を優先して講じた後、速やかに甲に報告するものとする。 

（管理業務の委託等の禁止） 

第 20 条 乙は、管理業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、専門的知識又は経験を必要とし、かつ、自ら行うこ

とが困難な一部の管理業務については、甲の承認を得た上で第三者に委託することがで

きる。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第 21 条 乙は、この協定によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。 

（個人情報の保護に関する事項） 

第 22 条 乙は、この協定による業務を行うにあたり個人情報を取り扱う場合は、個人情

報保護のため別に定める個人情報の保護に関する取扱仕様書を遵守するとともに、必要
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な措置を講じなければならない。 

（情報公開に関する事項） 

第 23 条 乙は、この協定による管理業務を行うにあたり取り扱う情報に関し、五島市情

報公開条例（平成１６年五島市条例第１６号）の趣旨にのっとり、当該情報の公開を行

うため必要な措置を講じなければならない。 

（文書等の保存） 

第 24 条 乙は、管理業務に関する文書等について、五島市文書管理規則（平成１６年五

島市規則第１１号）に準じて保存するものとする。 

（甲による指定管理の取消し等） 

第 25 条 甲は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条

の２第１１項の規定により、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、指定

管理者の指定の取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止（以

下「指定の取消し等」という。）を命ずることができる。この場合において、乙に生じ

た損害については、甲はその賠償の責を負わないものとする。 

（１）法第２４４条の２第１０項の指示に従わないとき。 

（２）管理業務を行う温泉センターの設置目的に反した管理を行っていると認められると

き。 

（３）この指定管理に関する協定書の規定に違反したとき。 

（４）民事再生法（平成１１年法律２２５号）、破産法（平成１６年法律第７５号）の適用

その他乙がその管理する施設の管理を引き続き行う財政的能力がなくなったと認めら

れるとき。 

（５）刑事事件その他の不祥事により指定管理者に信用が失墜したと認められるとき。 

（６）その他乙が温泉センターの指定管理者として管理業務を継続することが適当でない

と認めるとき。 

（７）乙が五島市暴力団排除条例（平成２４年五島市条例第３４号）に定める暴力団等又

は社会的非難関係者と認めるとき。 

２ 甲は、前項に基づいて指定の取消し等を行おうとする際には、事前にその旨を乙に通

知しなければならない。 

（指定の解除） 

第 26 条 甲は、前条の規定により指定を取り消したときは、この協定を解除するものと

する。 

（指定の解除等に伴う措置） 

第 27 条 乙は、前条の規定により協定が解除されたときは、違約金として原協定書又は

当該指定が取り消された年度における変更協定書に規定する管理業務に対する委託料

（指定期間開始前にこの協定を解除した場合は、指定管理の初年度における管理業務に

係る委託料）の１０分の１を甲に支払わなければならない。 

２ 甲は、実際に生じた損害が前項の規定する違約金の額を上回る場合は、別に損害賠償

を請求することができる。 

３ 乙は、第２５条第１項の規定により期間を定めて管理の業務の全部又は一部が停止さ

れたときは、甲に違約金を支払わなければならない。違約金は、第１項に定める範囲内

で甲が定め乙に通知するものとする。 

（指定の取消し等における指定管理料の支払） 
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第 28 条 乙は、第２５条第１項の規定により指定が取り消され、又は期間を定めて管理

の業務の全部若しくは一部の停止がされたときは、管理の業務を履行しない期間につい

て、委託料の支払を請求することができない。 

２ 前項の場合において、委託料が前金払若しくは概算払いにより既に乙に支払われてい

る場合は、乙は、管理の業務を履行しない期間に相当する委託料の額を速やかに甲に返

還するものとする。返金の額は、甲が定めて乙に通知するものとする。 

（乙による指定の取り消しの申出） 

第 29 条 乙は次のいずれかに該当する場合、甲に対して指定の取り消しを申し出ること

ができるものとする。 

（１）甲が本協定を履行せず、またはこれらに違反したとき。 

（２）甲の責めに帰すべき事由により乙が損害又は損失を被ったとき 

２ 甲は前項の申出を受けた場合、乙との協議を経てその処置を決定するものとする。 

３ 乙は、第１項に基づいて申出を行おうとする際には、事前にその旨を甲に通知しなけ

ればならない。 

（不可抗力による指定の取消し） 

第 30 条 甲または乙は、不可抗力の発生により、本業務の継続が困難と判断した場合は、

相手方に対して指定取り消しの協議を求めることができるものとする。 

２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、甲は指定の取り消しを行うものとする。 

３ 前項の取り消しによって発生する損害・損失及び増加費用は、甲乙協議のうえ決定す

るものとする。 

（管理業務の引継ぎ） 

第 31 条 乙は、指定の期間満了のとき、又は手続条例第１０条第１項の規定により指定

管理者の指定を取り消されたときは、速やかに温泉センターの管理に必要な文書等を甲

に引き継ぐものとする。 

（疑義等の解決） 

第 32 条 この協定に定める事項に疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項に

ついては、甲乙協議の上定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を

保有する。 

 

令和○○年○○月○○日 

              甲 五島市福江町１番１号 

                五島市長            印 

 

 

              乙 ＜住所＞ 

                ＜氏名＞            印 
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五島市富江温泉センターの管理業務に関する仕様書 
 

 

本仕様書は、五島市富江温泉センター（以下「富江温泉センター」という。）の指定管理に

関する協定書第４条の規定に基づき、指定管理者が行う管理業務の内容及びその範囲、履行方

法等について定めるものとする。 

 指定管理者は、本仕様書を遵守するとともに、市民が利用しやすいようサービスの向上に努

めてください。 

 

１ 富江温泉センターの管理業務に関する基本的な考え方 

  富江温泉センターを管理運営するにあたり、次に掲げる項目に沿って行うこと。 

（１）富江温泉センターが、温泉を利用した多目的な保養及び健康保持の場を提供し、福祉の

増進及び観光の振興促進に寄与することを目的として設置された基本理念に基づき管理

運営を行うこと。 

（２）利用者の意見を管理運営に反映させること。 

（３）個人情報の保護を徹底すること。 

（４）効率的運営を行うこと。 

（５）利用者の増及び管理運営費の削減に努めること。 

 

２ 施設の概要 

（１）名 称   五島市富江温泉センター 

（２）場 所   五島市富江町松尾６６２番地２ 

（３）施設規模  構造・規模 鉄筋コンクリート造２階建 １棟 

                （一部鉄骨造） 

         延床面積 ２,２１６㎡ 

         敷地面積 ６,０７０㎡    

（４）施設内容  詳細は別紙のとおり 

 

３ 指定期間 

  令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日までとする。 

  ただし、市の事業見直し等に伴い、施設の譲渡又は休・廃止等の変更がある場合は、

市と指定管理者は双方協議のうえ、指定管理期間を変更することができる。 

 

４ 法令等の遵守 

  富江温泉センターの管理にあたっては、本仕様書のほか、次の各項に掲げる法令等に基づ

き行うものとする。 

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（２）五島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年五島市条 

例第５４号） 

（３）五島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１６年 

五島市規則第４８号） 

（４）五島市富江温泉センター条例（平成１６年五島市条例第１５０号） 

（５）五島市富江温泉センター条例施行規則（平成１６年五島市規則第１３０号） 
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 本協定の期間中に前各項に規定する法令等に改正があった場合は、改正された内容に基づく

ものとする。 

 

５ 管理業務内容 

（１）富江温泉センターの利用に関する業務 

   富江温泉センターの利用に供すること。 

五島市富江温泉センター条例（以下「条例」という。）及び同施行規則に基づき、利用

の制限等を行うこと。 

  ア 利用許可（条例第６条） 

  イ 利用許可の制限（条例第７条） 

  ウ 利用料金（条例第８条） 

  エ 利用料金の減免（条例第９条） 

  オ 利用許可の取消し等（条例第１２条） 

  カ 入館の制限（条例第１３条） 

  キ 原状回復義務（条例第１４条） 

  ク 利用料金の還付（規則第7条） 

  ケ 温泉センターに関する受付、貸出業務 

  コ 利用者の記録統計事務 

（２）富江温泉センターの施設及び設備等の維持管理に関する業務。（詳細は別表１のとおり

とする。） 

  ① 利用者が安全かつ快適に利用できるようにするための施設の案内、秩序維持管理、利

用の制限等、衛生的環境の確保、火災・盗難・事故・事件の予防等の安全管理、施設の

整備、館内清掃、敷地内樹木等の剪定、除草を含む清掃管理、害虫駆除、駐車場の管理、

除雪等施設の維持及び管理を行うこと。 

 ② 設備等について以下の保守管理及び点検業務を行うこと。 

    消防設備、機械警備、冷暖房設備、放送設備、浄化槽等、設備巡視点検等の保守管理

及び点検業務を行うこと。 

（３）富江温泉センターの運営に関すること。 

   富江温泉センターに関する業務、物販等販売コーナーの運営管理、並びに利用者に対す 

る下記のサービスを提供すること。 

① 送迎バスを富江・福江方面にそれぞれ週６便以上運行し、協定書締結時に運行計画書 

を提出すること。 

  ② プールを活用した健康教室を週７回以上、水泳教室を週３回以上実施し、協定書締結 

時に実施計画書を提出すること。 

（４）職員の雇用等について 

   富江温泉センターに関する業務に対応できるよう人員を確保すること。 

（５）その他 

  ① 緊急時対策及び防犯・防災対策についてマニュアルを作成し、職員に指導を行うこと。 

    水難事故防止については、特に注意すること。 

  ② 個人情報保護の体制をとり、職員に周知徹底を図ること。 

  ③ 施設における拾得物については、平成２３年７月２１日制定の「施設における拾得物 
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の取扱いに関する事務処理要領」により取り扱うこと。 

 

６ 利用料金に関する事項 

  富江温泉センターについては、利用料金制度を採用しているので、条例第８条第２項の規

定により定められた別表に規定する利用料金を収受すること。 

 

７ 経費等について 

（１）予算の執行 

  ① 年間の運営は、指定管理者からの予算提案額に基づき、富江温泉センターの指定管理

に関する協定書第７条で定めた額で執行すること。ただし、市と協議のうえ流用するこ

とができるものとする。 

  ② 電気、上下水道及び燃料費については、できる限り節約に努めること。 

なお、協定書第９条第２項に規定する重油料金の積算は、次のとおりである。 

令和７年１０月１日現在の取引単価；１２０．０円/㍑（税込）、年間使用量 

２０万㍑、総額２４，０００，０００円 

  ③ 協定書第９条第３項に規定する修繕費の取扱いについては、次のとおりとする。 

   ア、１０万円未満の修繕実績一覧表を作成するなど管理を行うこと。 

   イ、協定期間中において積算額を超えた場合は、速やかに市に報告すること。 

なお協定期間中に委託料に含まれる修繕費５０万円を超える小規模修繕が

発生した場合は、市は、その修繕が正当なものであると認めたときは、１０

万円未満の小規模な修繕を実施しなければならない。 

イ、協定期間中において委託料に含まれる修繕費５０万円を超えた場合は、速

やかに市に報告し、審査を受けること。 

ウ、前項の報告が受理され、その後の１０万円未満の小規模な修繕が発生した

場合は、その修繕が正当なものであると認めたときには、市が実施する。 

（２）経理規程 

   指定管理者は経理規程を策定し、経理事務を行うこと。 

（３）立入検査について 

   市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行うこととする。 

 

８ 事業報告書等の様式 

（１）事業報告書 

  ① 当該年度の事業報告書は、様式第１号によるものとする。 

（２）業務報告書 

  ① 業務報告書は、様式第２号によるものとする。 

 

９ 協議 

   指定管理者は、本仕様書に規定するもののほか、指定管理者の管理業務の内容及び処理 

について疑義が生じた場合は市と協議し決定する。 
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10  備品物品等 

   備付けの備品物品等は別途提示するものとする。 

 

11  管理業務を実施するにあたっての注意事項 

   管理業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

  ① 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等

に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

  ② 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程、要綱等を作成する場合は、市と協議を

行うこと。 

③ 各種規程等がない場合は、市の諸規程に準じて、あるいはその精神に基づき業務を実

施すること。 

④ その他、本仕様書に記載のない事項については市と協議を行うこと。 
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別表１  富江温泉センター等施設管理保守点検等業務 

 

項  目 必要管理項目 頻     度 

館内清掃 
日常清掃 毎日 

定期的な清掃 窓清掃 年2回以上 特別清掃 年2回以上 

トイレ清掃 
日常清掃 毎日 

定期的な清掃 月1回以上 

温泉・プール共通 

日常保守点検 毎日 

脱衣所の清掃 毎日 

塩素測定表の記録 毎日 

温泉（浴室）清掃 
日常清掃 毎日 

定期的な清掃 年18回以上（月1.5回） 

プール 
定期点検、清掃 週1回以上（プール内の清掃など） 

水の入替 年3回以上 

ボイラー設備 
日常保守点検 毎日 

ろ過機清掃 逆洗を1日1回 

館内空調設備 
日常保守管理 毎日 

定期点検 フィルター清掃月1回以上 

施設修繕 
照明装置の維持・交換 必要に応じて随時 

その他設備の修繕 必要に応じて随時 

植栽管理 
日常保守管理 必要に応じて随時 

除草・剪定 必要に応じて随時 

自動ドアー 
日常保守点検 毎日 

定期点検 年3回（CRCを施す。） 

水質管理 

大浴場、ジャグジー、

露天風呂、プール 

水質検査を年1回以上 

但し異常が認められた場合は改善の措置を執

り、正常な状態になるまで実施すること。  

レジオネラ対策 

日常保守点検 

屋上・地下貯湯タンク

の清掃 

ヘアキャッチャーの清掃を毎日 

それぞれ年1回以上。（塩素消毒）また毎月1回

破損個所等の点検を定期的に行う。 

電気自動車用充電

器 
日常点検 目視による点検 

 

 

 

 

82



様式第１号（基本協定書第２３条関係）   

 

事 業 報 告 書 
（五島市富江温泉センター） 

１ 団体の状況 

団 体 名  設立年月日 年  月  日 

代 表 者 氏 名  

所 在 地  

当該団体が他に
行っている事業 
 

 

 

事 業 種 別 事業開始年月日 事業名 

   

   

   

   

基本財産の状況 

 

 

 

 

 

種     別 内       容 

  

  

  

  

  

当該年度の収支
状況 
 

 

 

当期末支払資金残高 円 

当期末支払資金収支差額 円 

次期繰越活動収支残額 円 

当期活動収支差額 円 

 円 

役員の状況 理事定数    名（欠員   名） 監事定数    名（欠員   名） 

役員氏名 選出区分 主な職業又は職歴 

理事 

 

 

 

 

 

監事 

  

評議員会 設置の有無  有  無 評議員会の状況 評議員定数     名 
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２ 施設の状況 

（１）職員の状況 

施 設 名 富江温泉センター 事業開始年月日   年  月  日 

施 設 の 種 類  設 置 主 体 五島市 

施設の所在地 五島市 経 営 主 体  

施設長 氏名 

 

経歴 

運営方針等について 

 

（２）事業の実施状況 

年間事業計画の策定 

 

 

 

個別事業の実施状況 
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（３）利用許可等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）利用料金の収入状況 

 

 

（５）管理に係る経費の収支状況 

 

 

（６）その他管理の実態を把握するために必要な事項 
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様式第２号（基本協定書第２４条関係） 

 

業 務 報 告 書 
（    年  月分） 

施 設 名 五島市富江温泉センター 事業開始年月日   年  月  日 

施 設 の 種 類  設 置 主 体 五島市 

施設の所在地 五島市 経 営 主 体  

運営方針等について 

事業の実施状況 

 

 

 

 

 

施設等の利用状況 

 

 

 

 

 

利用料金の収入状況 

 

 

 

 

 

その他 
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様式１ （基本協定書第２１条関係、年度協定書第２条関係） 

 

  事 業 計 画 書 

（富江温泉センター） 

１ 団体の状況 

団 体 名  設立年月日 年  月  日 

代表者氏名  

所 在 地  

 

２ 施設の状況 

(1)職員の状況 

施 設 名 富江温泉センター 事業開始年月日   年  月  日 

施 設 の 種 類  設 置 主 体 五島市 

施設の所在地 五島市 経 営 主 体  

施 設 長 氏 名  

職 員 配 置 図 

 

 

運営方針等について（指定管理申請時の事業計画書内容を参考に） 
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(2)事業の実施計画（指定管理申請時の事業計画書内容を参考に） 

年間事業計画 

 

 

 

個別事業計画 
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(3)利用許可等の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)利用料金の収入見込み 

 

 

(5)管理に係る経費の収支計画（指定管理申請時の事業計画書内容を参考に） 
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(6)その他、特記すべき事項 
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施設名 富江温泉センター 

  

 

様式第２号（基本協定書第２２条関係） 

 

富江温泉センター自主事業計画書 

 

 

１ 事業の内容 

⑴ 自主事業の内容 

     

         

     

⑵ 自主事業実施のための人員配置等 

 

 

 

 

⑶ 利用者見込数                            （単位：人） 

 

 

２ 収支計画 ※指定管理者が自ら自主事業を行う場合は、収支計画を記載してください。（単位：千円） 

 

 

自 主 事 業 の 年 度 ご と の 見 込 み 

費目 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   

収 入 

① 

      

      

      

支 出 

② 

      

      

      

      

収 支 

①－② 
      

 

 

※ 項目は各施設の状況に合わせ変更すること。 

令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度   
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